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モデル拠点を対象としたケーススタディー概要 －国際競争力強化推進拠点における自立分散型エネルギーシステムの導入－（1/2） 全体計画概要 
Ⅰ．拠点の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ．CASBEE-街区による街区の総合環境性能評価、街区のレジリエンス向上効果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ．想定する地域エネルギーシステム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅳ．事業スキームの想定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(1)地区概要 
・所在地：東京都 
・再開発地区面積：9.5ha 
・建物延床面積（2020 年度推定）：101 万㎡ 
・用途：事務所、店舗、劇場、ホテル、学校、集合住宅 
・滞在人口（2020 年度推定）：39,300 人 
（算出方法は CASBEE-街区(2014 年版)による） 

 
(2)地区の特徴・位置づけ 

国家戦略特区として、高度な業務機能や多様な都市機能が
集積する国際競争力の高い街区形成の進展を想定。 
高度な防災拠点として、災害時の業務継続が必要な公共施
設及び災害拠点となる小・中学校等にもｴﾈﾙｷﾞｰ供給が可能
な、自立分散型のｽﾏｰﾄｴﾈﾙｷﾞｰﾈｯﾄﾜｰｸの導入を想定 

 
(3)参考とした法定計画等 

①「港区基本計画・実施計画」(2015 年 3 月) 
→都市開発事業において自立・分散型かつ効率的なエネルギ

ーシステムの導入やエネルギーの面的利用を誘導、事業所
の防災力向上のための取組みを支援。 

②「東京圏国家戦略特別区域計画(素案)」（2014 年 10 月） 
→2020 年開催の東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸも視野に入れ、柔軟

かつ大胆な容積率の設定、迅速な都市計画の決定等によ
り、国際的ビジネス拠点の形成を誘導。 

⑥事務所

⑤中学校

②事務所

①自治体

総合支所

③店舗

④幼稚園

・ 小学校

⑦複合棟

(店舗、 劇場・ ﾎー ﾙ

ホテル)

⑧学校棟

幼稚園・ 小学校・ 大学

⑨住宅棟-3

(専用部・ 共用部)

⑨住宅棟-1

(専用部・ 共用部)

⑨住宅棟-2

(専用部・ 共用部)

スマート

エネルギー

セン タ ー

新築建物

既存建物
(電力・ 冷水・ 温水(空調用)受入)

既存建物
(電力受入)

熱導管 電力自営線

再開発街区

既存街区

地域ｴﾈﾙｷ゙ ｰ事業
供給対象範囲

+

凡例

■ケーススタ ディ 対象地区イ メ ージ図

Q2.2.1.1,2 防災基本性能、災害対応性能 → レベル５ 
中圧ガスを導入、非常時もコージェネによる電力・熱の継続的な供給
により防災拠点機能を確保 
Q2.3.1.1,2 生活利便、福祉健康・教育 → レベル５ 
街区内に多様な都市機能(生活利便施設、医療・福祉施設、教育施
設)が集約されることによる、アメニティの向上 
Q3.3.2.1 エネルギー需給システムのスマート化 → レベル５ 
スマートエネルギーセンターと街区内の建物群を熱・電気・情報の 
ネットワークで連携。ガバナンスコードの整備 
Q3.2.2.2 エネルギーシステムの更新性・拡張性 → レベル５ 
共同溝の整備による更新性・拡張性の向上 
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<対象地区内の対策・施策> 
① 対象地区内の各建物で

は省エネ対策として外
皮性能の向上及び設備
機 器 仕 様 の 向 上
(CASBEE 新築 LR1(エネ
ルギー)の採点基準値
がレベル5相当)を行う。 
 

② 再開発事業にあわせ、
オンサイトエネルギー会
社が街区内にコージェ
ネ レ ー シ ョ ン ( 計
15,600kW)を有するスマ
ートエネルギーセンター
を整備する。 
 

③ 再開発街区の整備にあ
わせ、再開発街区内の
建物間並びに再開発街
区周辺の既存建物間で
も熱導管及び電力自営
線を整備し、スマートエ
ネルギーネットワークを
形成。 

 

<レジリエンス向上効果> 
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レジリエンス向上効果
2.75億円/年

①D 需要家は地域エネルギー供給事業者に、エネルギーサービス料金を支払うが、電力、熱の従量単
価は一般電気事業者や都市ガスの相当額以下に維持。 

② N 地域ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾌﾗ会社は、G ｵﾝｻｲﾄ創ｴﾈﾙｷﾞｰ会社から、適正なインフラ使用料金を受領。 
③ N 地域ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾌﾗ会社は、D 需要家の長期継続利用や A 公的セクターの債務保証等があることに

より、I 金融機関から長期かつ低コストで事業資金を調達。 
④ 地域ｴﾈﾙｷﾞｰｾｷｭﾘﾃｨの観点から、Ｄ需要家、Ｎ社、Ｇ社を地域ｴﾈﾙｷﾞｰ事業体として一体となって運

営。 
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モデル拠点を対象としたケーススタディー概要 －国際競争力強化推進拠点における自立分散型エネルギーシステムの導入－ （2/2） 事業面評価 
Ⅴ．地域エネルギーシステムがもたらすコベネフィット（EB、NEB） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅶ．地域エネルギー供給事業者の財務評価 

Ⅵ．ステークホルダー間のコスト・コベネフィットの配分例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅷ．地域エネルギー事業体のトータルガバナンスと関係者に期待される行動 
 ①地域エネルギー事業体の財務・非財務情報の KPI を継続的に明示する。 

②当地域は都心部の国際競争力を確保した業務中心街区となりことから、地域エネルギー事業体は「エネルギー
価格変動」や「経済成長率」等の社会経済面のリスクに強く対応して行く必要がある。 

③事業体対応方針として、リスク要因の継続的検証と伴に、ﾈｶﾞﾜｯﾄ取引やﾃﾞｨﾏﾝﾄﾞﾘｽﾎﾟﾝｽ等の導入に積極的に取
り組む。 

④財務的安定・ガバナンス順守・公共公益側面を有した事業として、関係主体から積極的な支援が期待できると考
える。 

＜財務的評価（IRR）ならびに社会経済的評価（SE-IRR）＞ 
（IRR : Internal Rate of Return SE-IRR: Socio Economic & Environmental Internal Rate of Return） 
① 一体型では NEB を考慮しない IRR が 5.5%と要求水準(6～7%)未達であり、民間事業として成立は厳しいと考えら

れる。 
② 分離型としたＧオンサイト創エネルギー会社は、NEB を考慮しない IRR が 7.1%と要求水準(6～7%)を超えることか

ら、民間企業やプロシューマーが、各々の経営リソースを活かした民間事業として成立可能と考えられる。 
③ 分離型とした N 地域ネットワークインフラ会社は、IRR2.0%と民間事業成立は困難であるが、社会経済的便益とし

てコベネフィット(EB、NEB)を考慮した事業評価指標 SE-IRR は 3.9%であり、公共的事業として成立余地があると
考えられる。 

ステークホルダーごとの B/C は 1.42～2.61 となった。 
①需要家の建物所有者（D-1）は、コージェネレーションや受入れ施設の一部負担を行うが、床賃料や EB の配分を

受けて投資回収し、不動産価値上昇による NEB（b4）等の受け手となる。 
②地域ネットワークインフラ会社（N）とオンサイト創エネルギー会社（Ｇ）は、コージェネレーションや供給設備のコス

トを負担するが、EB で回収し、加えて環境価値創出の NEB（a1）の主な受け手となる。 
③ 公的セクター（A）は、補助金や税制優遇措置を通じイニシャルコストの 1/3 を負担し、その見返りとして地域の経

済波及効果の NEB（b1,b2）の主な受け手となる。 

項目 主な想定

事業期間 開始後30年間

事業前の設備整備期間 3年間

設備の更新時期・規模
法定耐用年数経過後、その
70％を更新

需要家の電力・熱単価
電力：14円/kWh、
熱：13円/kWh

物価上昇率
燃料購入費-年率1% 事業収
入-年率0.5%

事業期間終了後の処理
残存施設を簿価で売却すると
仮定

(1)事業計画における主な前提 (3)事業計画に対する財務評価例

(2)内部収益率（IRR,SE-IRR）のまとめ

【代表例】 Ｇオンサイト創エネルギー会社 （下図：青線）
財務的内部収益率 ＩＲＲ ７．１％

（事業の妥当性：類似民間事業の要求水準6～7％）
社会経済的内部収益率 ＳＥ‐ＩＲＲ ８．１％

（事業の妥当性：公共事業の要求水準4％）
単年度損益黒字転換年：１年目 累積損益黒字転換年：２年目

財務的内部収益率 社会経済的内部収益率
IRR SE-IRR

一体型 5.5% 6.7%

分離型：N社 2.0% 3.9%
分離型：G社 7.1% 8.1%

要求水準 6～7%以上 4%以上
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公的セクタ
ー(A)
と
供給事業者
（G，N）

公的セク
ターからの
補助

供給事業者（G,N）及び
需要家(D-1,D-2)の設備
投資に対し1/3補助

事業者が
負担する
税率

法人税を40%と設定。

ただし、ネットワーク会
社(N)の事業設備は自

治体が所有すると考え、
固定資産税・都市計画
税と0%と仮定

需要家
（D-1，D-2）
と
供給事業者
（G，N）

電力・
熱料金

調整しない（長期接続契
約を前提として、支払単
価はBAUと同等とする）

投融資主体
（I-1，I-2）
と
供給事業者
（G，N）

金利

想定利息3%と設定。

ただし、ネットワーク会
社(N)は、需要家(D-
1,D-2)の長期継続利用
や公的セクター(A)の債
務保証等が得られるこ
とにより、1%と仮定

(1)主な調整項目と想定 (2)再配分後のステークホルダーごとのB/C

（注：貨幣価値換算を行ったコベネフィットに限定して作成） 
再開発事業に合わせた地域コージェネレーションの導入とスマートエネルギーネットワークの形成により、
コベネフィット(EB+NEB)はコストを上回り、B/C＝1.73 が期待できる。NEB の内訳としてはｂ1(地域経済へ
の波及)と c1(リスク回避)の効果が比較的大きくなっている。 
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ランニングコスト（維持管理運営費）

イニシャルコスト（耐用年数×0.7で割り年額に換算）

f2：供給エリア外の非常時の供給予備力

f1：ディマンドリスポンス(DR)に対応したネガワットの創出

d2：普及・啓発の効果（広告宣伝効果）

d1：普及・啓発の効果（啓発・教育効果）

c2：リスク回避の効果（法規制等強化等）

c1：リスク回避の効果（エネルギー供給停止回避）

b4：地域経済への波及（不動産価値上昇・商業地）

b3：地域経済への波及（不動産価値上昇・住宅地）

b2：地域経済への波及（事業運営の経済効果）

b1：地域経済への波及（インフラ投資の経済効果）

a1：環境創出価値（CO2削減）

EB: 光熱水費の削減

間接的便益

<NEB>
計10.0億円

コスト計

約10.4億円

ｺﾍﾞﾈﾌｨｯﾄ 計

約17.9億円

直接的便益

＜EB＞

計7.9億円

EB/C
=0.76

(EB+NEB)/C
=1.73

＜コベネフィットの主な帰属先＞
(コストとともに配分調整が必要)

需要家(建物オーナー、ユーザー)
地域エネルギー供給事業者

公的セクター(国・自治体)

需要家(建物オーナー)

需要家(建物オーナー、ユーザー)

地域ｴﾈﾙｷﾞｰ供給事業者を含む
地域のｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ

ｵﾝｻｲﾄ創エネルギー会社

公的セクター

地域エネルギー事業体

※f1について本ケースではDR発動時のピーク カ ッ ト 電力に対する イ ン セン ティ ブ価値が不明である ため、 計上し ていない。
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モデル拠点を対象としたケーススタディー概要 －都市近郊の福祉拠点化推進地区における自立分散型エネルギーシステムの導入－ （1/2） 全体計画概要 
Ⅰ．拠点の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ．CASBEE-街区による街区の総合環境性能評価、レジリエンス向上効果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ．想定する地域エネルギーシステム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅳ．事業のスキームの想定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学校

6%

物販店

2%飲食店

2%

病院

8%

住宅

82%

学校

物販店

飲食店

病院

住宅

合計

延床面積

240,000㎡

業務

26%

家庭

49%

運輸

22%

その他

3%

業務

家庭

運輸

その他

CO2排出量

17,400[t‐CO2/年]
（2012年度推計値）

(1)地区概要 
・ 所在地：東京都多摩市 
・ 検討対象エリア敷地面積：約 63ha 
・ 延床面積（ H27 年度推定）：約 240,000 ㎡   

（集合住宅、学校、商業店舗) 
・ 居住人口（H27 年度推定）：6,188 人 

2,767 世帯 
（算出方法は CASBEE-街区による） 

 
(2)地区の特徴・位置づけ 
   既存の団地の再生が見込まれる地域であり、

地域の特徴を活かした自律的で持続的な地域
福祉拠点化のモデルとなり得る地区として、それ
を支える都市のインフラとしてのスマートエネル
ギーネットワークが望まれる。 

 
(3)関連する法定計画等 
①「まち ひと しごと創生戦略 アクションプラン

（2014.12.27）」 
→「都市のコンパクト化と周辺等の交通ネットワー

ク形成」および「大都市近郊の公的賃貸住宅団
地の再生や福祉拠点化」を目指す方針 

②「多様な世代が生き生きと暮らし続けられる住ま
い・まちづくり（ミクストコミュニティ）に向けた取り
組み（2014.10.23 UR 都市機構）」 

→地域福祉拠点形成の推進。取り組みを行う団地
の発表。 

＜対象地区内の対策・施策＞ 

① 対象地区内の各建物では省ｴﾈ対策とし

て外皮性能の向上及び設備機器仕様の

向上(CASBEE 新築 LR1(ｴﾈﾙｷﾞｰ)の採点

基準値がﾚﾍﾞﾙ 5 相当)を行う。 

② 既存の地域冷暖房と接続し、団地内に地

域拠点となる病院を新規で計画し、CGS

を設置する。 

③ 既存団地の１階住戸に停電時発電機能を

搭載したエネファーム（家庭用燃料電池）

を設置し、その住戸の電力を非常時に共

有する。 

④ 非常時の電力供給には、病院内のスマー

トエネルギーセンターでの発電量を地域

で活用できるよう、系統の協力が得られる

ことを想定。 

⑤ 新設されるｽﾏｰﾄｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰには、各供

給先のほか、ｴﾈﾌｧｰﾑ、EV 車などをﾓﾆﾀﾘ

ﾝｸﾞし、ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを行う機能を持つ。 

1 

2 

3 

4 

5 
Q2 社会

Q3 経済

LR 環境

負荷低減

Q1 環境

Q2.1.2 エリアマネジメント →レベル５ 

街区内に自治会やエリアマネジメント組織が形成される。 

Q2.2.1 防災  →レベル５ 

SEN 関連工事により、インフラの防災性能が向上する。 

Q2.3.1 利便・福祉  →レベル５ 

医療福祉・教育施設に関し、団地内に福祉拠点施設が設

置されることにより、生活利便性が向上する。 

Q3.3.2 エネルギーシステム →レベル５ 

各建物、住宅にスマートメーターや BEMS・HEMS が導入 

され、街区全体で CEMS を確率する。 
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＜一次エネルギー消費量削減効果＞ 

＜レーダーチャート＞             ＜BEE チャート＞       ＜レジリエンス向上効果＞ 

ﾎﾞｲﾗ 

熱 電気 温熱 

スマートエネルギーセンター 

団地 

各

戸 

各

戸 

温熱 

V2L 
冷凍機 

スーパー 
マーケット 学校 

冷熱 

冷熱 

病院 
 

EF 

 

EF 

エネファーム計 141kW（202 台） 

都市ガス 

CGS 

1,400kW 受変電 

温熱を 

相互融通 

水素 

石油 

ガス 

EV 車 

ステーション 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 

① D 需要家は地域エネルギー供給事業者に、エネルギーサービス料金を支払うが、電力，熱の従量単価は一般電気

事業者や都市ガスの相当額以下に維持。 

② G 地域エネルギー事業体は、D 需要家の長期継続利用や A 公共セクターの債務保証等があることにより、I 金融機

関から長期かつ低コストで事業資金を調達。 

③ G 地域ｴﾈﾙｷﾞｰ事業体は、非常時のインフラの優先使用に関して、E 系統電力会社の協力を得ることを想定。 



63 
 

モデル拠点を対象としたケーススタディー概要 －都市近郊の福祉拠点化推進地区における自立分散型エネルギーシステムの導入－ （2/2） 事業面評価 
Ⅴ．地域エネルギーシステムがもたらすコベネフィット（EB、NEB） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅶ．地域エネルギー供給事業者の財務評価 
 

Ⅵ．ステークホルダー間のコスト・コベネフィットの配分例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅷ．地域エネルギー事業体のトータルガバナンスと関係者に期待される行動 

 
 

(1)主な調整項目と想定             (2)再配分後のステークホルダーごとの B/C 
調整項目 本検討における想定 

公的セクター

(A)と 

供給事業者(G) 

公的セク

ターから

の補助 

事業者（G）の設備投資

に対し 1/2 補助 

事業者が

負担する 

税率 

固定資産税・都市計画税

と法人税を含め 40% 

ただし、ネットワーク部

分の事業設備は自治体

が所有すると考え、0%

と仮定 

需要家

(D-1,D-2)と 

供給事業者(G) 

電力・ 

熱料金 

調整しない 

（長期接続契約を前提

として、支払単価は BAU

と同等とする） 

投融資主体

(I-1,I-2)と 

供給事業者（G） 

金利 1% 

需要家(D-1,D-2)の長期

継続利用や公的セクタ

ー(A)の債務保証等が得

られることにより、1%

と仮定 

 

(EB+NEB)/C 1.65
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ステークホルダーごとの B／C は、1.11～4.99 となった。 

① 地域エネルギー供給事業者(G)は、病院の CGS やエネファーム、EV 車、モニタリング施設などのコストの一部を負

担し、EB を主な投資回収原資とする。加えて環境価値創出の NEB(a1)の主な受け手となる。 

② 公共セクター(A)は、補助金や税制優遇措置を通じ、イニシャルコストの 1/2 を負担し、その見返りとして地域の経

済波及効果の NEB(b1, b2)の主な受け手となる。 

＜財務的評価（IRR）ならびに社会経済的評価（SE-IRR）＞ 

（IRR : Internal Rate of Return SE-IRR: Socio Economic & Environmental Internal Rate of Return） 

一体型とした G 地域エネルギー供給事業者は、IRR5.7%と要求水準(6～7%)未達であるが、社会経済的便益とし

てコベネフィット(EB、NEB)を考慮した事業評価指標 SE-IRR は 6.3%であり、公共的事業として成立余地があると

考えられる。 
(1)事業計画における主な前提 (3)事業計画に対する財務評価例

(2)内部収益率（IRR,SE-IRR）のまとめ

【代表例】 （G）地域エネルギー供給事業者 （下図：青線）
財務的内部収益率 ＩＲＲ ５．７％

（事業の妥当性：類似民間事業の要求水準6～7％）
社会経済的内部収益率 ＳＥ‐ＩＲＲ ６．３％

（事業の妥当性：公共事業の要求水準4％）
単年度損益黒字転換年：１年目 累積損益黒字転換年：５年目

項目 主な想定

事業期間 開始後30年間

事業前の設備整備期間 3年間

設備の更新時期・規模
法定耐用年数経過後、
その70％を更新

需要家の電力・熱単価
電力：19円/kWh、
熱：30円/kWh

物価上昇率
燃料購入費-年率1%
事業収入-年率0.5%

事業期間終了後の処理
残存施設を簿価で売却
すると仮定

財務的内部収益率 社会経済的内部収益率
IRR SE-IRR

一体型 5.7% 6.3%
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事業年数

単年度損益・累積損益（黒字転換年）

単年度キャッシュフロー内訳（収入／各種コスト）

開業費 法人税等 支払利息

返済（元本） 金融費用（ｱｯﾌﾟﾌﾛﾝﾄﾌｨｰ） 固定資産税・都市計画税

保険料 DHC床賃料 ランニングコスト

大規模修繕 建設コスト 単年度損益

累積損益

単年度損益
黒字転換年

累積損益
黒字転換年

① 地域エネルギー事業体の財務・非財務情報の KPI を継続的に明示する。 
② 本地区は郊外部であることから、地域エネルギー事業は「賃貸住宅団地の再生」「地域福祉拠点形成」といった地域

の課題を契機とし、コンパクトシティ化が推進された場合の需要家増に強く対応して行く必要がある。 
③ 変化への対応方針として事業体の自己統治に加え、ｴﾈﾌｧｰﾑや EV 車など自立型電源の導入に積極的に取り組む。
④ 財務的安定・自己統治順守・公共公益側面を有した事業として、関係主体から積極的な支援が期待できると考える。

地域福祉拠点の形成と共に導入された地域コージェネレーションとスマートエネルギーネットワークの形成

により、コベネフィット（EB＋NEB）はコストを上回り、B／C＝0.73 が期待できる。NEB の内訳としては、a1: 環

境創出価値（CO2 削減）、b2: 地域経済への波及（インフラ投資の経済効果）、c1: リスク回避の効果（エネル

ギー供給停止回避）において、比較的大きい NEB を見込むことができる。 
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ランニングコスト（維持管理運営費）

イニシャルコスト（耐用年数×0.7で割り年額に換算）

f2：街区外への非常時の発電予備力としての価値

f1：ディマンドリスポンス対応の調整電源としての価値

d2：普及・啓発の効果（広告宣伝効果）

d1：普及・啓発の効果（啓発・教育効果）

c3：健康被害の回避効果（家庭部門）

c2：リスク回避の効果（法規制等強化等）

c1：リスク回避の効果（エネルギー供給停止回避）

b4：地域経済への波及（不動産価値上昇・商業地）

b3：地域経済への波及（不動産価値上昇・住宅地）

b2：地域経済への波及（事業運営の経済効果）

b1：地域経済への波及（インフラ投資の経済効果）

a2：環境創出価値（グリーンエネルギー）

a1：環境創出価値（CO2削減）

EB: 光熱水費の削減

間接的便益

<NEB>
計1.3億円

コスト計

約1.9億円

ｺﾍﾞﾈﾌｨｯﾄ 計

約2.8億円

直接的便益

＜EB＞

計1.5億円

EB/C
0.82

(EB+NEB)/C
1.56

＜コベネフィットの主な帰属先＞
（コストとともに配分調整が必要）

需要家(建物オーナー、ユーザー)
地域エネルギー事業体

公的セクター(国・自治体)

需要家（建物オーナー）

地域エネルギー事業体

公的セクター

地域ｴﾈﾙｷﾞｰ事業体を含む
地域のステークホルダー

ｵﾝｻｲﾄ創エネルギー会社

需要家(建物オーナー、ユーザー)
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